
三党合意に基づく令和８年度以降の高校教育等
の振興方策について
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第153回初等中等教育分科会
資 料 １



１．いわゆる高校無償化の実現に向けた合意等について



高等学校等就学支援金交付金制度の経緯

○ 「新しい経済政策パッケージ」（平成29年12月閣議決定）において「私立高等学校の授業料の実質無償化」が盛り込まれ、その後、骨太方針2019等
にも盛り込まれた。

○ こうした政府方針を踏まえ、2020年４月から、高等学校等就学支援金の支給上限額を引き上げることにより、年収590万円未満世帯を対象とした私
立高等学校授業料の実質無償化を実現。

令和２年度 「私立高等学校の授業料の実質無償化」について

○ 制度創設後も、低所得世帯における授業料以

外の教育費負担が大きいことや、公私間の教育

費格差等の課題。

○ このため、平成26年度から所得制限（基準額：

910万円）を導入して、それにより捻出した財源を

活用し、

・ 私立の生徒への就学支援金の加算の拡充
・ 低所得世帯の授業料以外の教育費負担の軽
減のための「高校生等奨学給付金」制度の創設

平成22年度 制度の創設

平成26年度 制度の見直し

○ 高等学校等の進学率が約98パーセントに達し、国民的な教育機関として教育の効果が広く社会に還元されていることから、高等学校等の教育に係

る費用を社会全体で負担していくべきとして、公立高等学校については授業料を無償とし、私立高等学校等の生徒には就学支援金制度を創設。

所得制限は設けられず、全生徒が対象とされた（私立に通う生徒は年収目安350万円未満の場合支給額加算。）。

※年収は両親のうちどちらか一方が働き、高校生１人（16歳以上）、中学生１人の４人世帯の目安。

237,600円

118,800円

年収目安※約270万円 約350万円

(公立高校授業料)

約590万円 約910万円

297,000円

178,200円

私立高校等のみ加算

所得制限
（26年度改正

以前は制限なし）

その他の高校生等への支援
（高校生等奨学給付金等）

高等学校等就学支援金（年額：118,800円）

授業料

平成26年度
改正

396,000円
令和2年度改正

（私立高校授業料の実質無償化）

2.5倍

2倍

1.5倍

2



●自由民主党、公明党、日本維新の会 合意（令和７年２月25日）（抄）

① いわゆる高校無償化
・ 「骨太方針2025」の策定までに大枠を示した上で、令和8年度予算編成過程において成案を得て、実現する。
・ 令和8年度から、収入要件を撤廃し、私立加算額を45.7万円に引き上げる。低中所得層への高校生等奨学給付金の拡充や公立高校
などへの支援の拡充を行う。

●経済財政運営と改革の基本方針2025（骨太方針2025）（令和７年６月13日 閣議決定）（抄）

（質の高い公教育の再生）
いわゆる高校無償化、（略）については、これまで積み重ねてきた各般の議論[249]に基づき具体化を行い、令和8年度予算の編成過程にお
いて成案を得て、実現する。

[249] 「自由民主党、公明党、日本維新の会 合意」（令和７年２月25日）、「三党合意に基づくいわゆる高校無償化に関する論点の大枠整理」（令和７年６月11日自由民主党・公明
党・日本維新の会 無償化を含む、多様で質の高い教育の在り方に関する検討チーム）、「「給食無償化」に関する課題の整理について」（令和６年12月27日文部科学省）等。

いわゆる高校無償化の実現に向けた合意等①
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令和7年2月25日の三党合意のうち、いわゆる高校無償化については、高等学校等就学支援金制度（以下、就学支援金制度）の見
直しを通じて、家計への経済的負担を理由とした生徒の高校中退等を防ぐなど高校教育から離脱しないようにするための支援に加え、如何
なる所得層の世帯に属していたとしても、生徒自らが学びたいと考える高校をより選択しやすくなるための積極的な支援が可能となるよう、令
和８年度からは所得制限を撤廃し、公立高校に通う生徒には11.88万円を支給するとともに、私立高校に通う生徒には全国授業料平均
相当額となる45.7万円を支給することとなっており、こうした支援を通じて、高校教育を通じて生徒個人の能力等を高め、将来の日本社会
を支える一員を育成する観点から、生徒が高校で学ぶ多様で質の高い教育機会の確保／選択肢の充実を目指す。
また、支援対象者・支給金額・必要となる予算等の詳細な制度設計や、低中所得層への高校生等奨学給付金の拡充や公立高校など

への支援の拡充の具体化については、三党合意のⅣで掲げられている論点等に関し下記の通り大枠整理を示して進め、令和８年度予算
編成過程において成案を得て、実現する。

４．収入要件の撤廃を前提とした支援対象者の範囲の考え方
 「三党合意」以降、三党教育チームで行ったヒアリングなどでは「富裕層の外国籍生徒にまで支援が必要なのか」といった懸念や、「収入

要件の撤廃により、高所得世帯では教育費が学習塾や習い事などに流れることで教育格差の拡大につながるのではないか」といった指
摘がなされており、こうした様々な声に真摯に向き合って対応していくことが必要。

 特に、今般多額の国費が投じられる追加支援に関し、外国人生徒も対象としていくことについて、現在の支援状況や諸外国における支
援の状況とともに、日本社会に根付いて生活する外国人や日本の産業を支える外国人の子弟が安心して学べる環境を保証するといっ
た観点等を踏まえ、どう考えるか整理が必要。

 外国人生徒については、授業料等が高いインターナショナルスクールに通う高所得世帯や授業料等が比較的低廉な民族学校に通う低
中所得世帯、我が国に継続的に在住・在学してきた者（永住者等）、高校留学のために初めて来日する者など、状況が様々な中で
どのように扱うべきか、関連政策を含めて検討することが必要。

いわゆる高校無償化の実現に向けた合意等②
●三党合意に基づくいわゆる高校無償化に関する論点の大枠整理（令和７年６月１１日 ）（抄）

自由民主党・公明党・日本維新の会 無償化を含む、多様で質の高い 教育の在り方に関する検討チーム



●三党合意に基づく令和８年度以降の高校教育等の振興方策について（令和７年１０月２９日 ）（抄）
自由民主党・公明党・日本維新の会 無償化を含む、多様で質の高い 教育の在り方に関する検討チーム

１．高等学校等就学支援金制度について
（１）外国籍生徒、外国人学校の扱い

 現行制度の受給資格を見直し、在留資格を要件とする制度を導入することとし、具体的には、高等教育の修学支援新制度と同様に「留学」等の我が
国に定着することが見込まれない在留資格者を対象外とする。また、各種学校のうち外国人学校を指定する制度については、廃止する。

 その上で、在校生（留学生を含む）については、在学関係が続く限り現行制度による支援を継続する。新入生については、従前の制度では支給対象
となっていた者（留学生を除く）には、収入要件の設定を含めて現行制度による支援と同等の水準で支援を行い、留学生には留学政策等の観点から
別途の支援を行う。

（２）支給上限額
 就学支援金の支給上限額については、私立全日制は現行39.6 万円を45.7 万円とするとともに、私立通信制については、支給上限額を33.7 万円

とする。（略）
（３）いわゆる便乗値上げの防止

 授業料の透明性等を確保するため、国において授業料等学納金に係る情報について、インターネット上で一元的に確認できる組みを整備する。
 国において、私学助成を交付する場合の減額措置の基本的な考え方や規定例等を示し、都道府県に対して合理性のない便乗値上げを防止する仕

組みの構築を促すこととし、こうした仕組みが整備されない都道府県に対しては、国からの私学助成に要する補助金を減額する。
（４）新たな制度の検証

 国民の様々な意見や新たな制度の実施状況や先行自治体の取組の分析等を踏まえて、収入要件や外国籍生徒・外国人学校の扱い、支給上限額
、いわゆる便乗値上げの抑制策の実施による影響、特に地方や公立高校への影響について、三党で検証の枠組みを設け、３年以内の期間に十分な
検証を行った上で、必要な制度の見直しを行う。(略）

２．高校教育の振興を含む人材育成システムの改革
（１）公立高校や専門高校等への支援の拡充

 我が国の持続的な発展・成長に向け、産業イノベーション人材等を育成するため、探究・文理横断・実践的な学びの充実、グローバル人材やＤＸ・Ａ
Ｉ等の人材育成の強化を図り、産業界の伴走支援による専門高校の機能強化・高度化（高専への転換や高専の機能強化等を含む）や、普通科
改革等（理系人材の育成や文理分断からの脱却の取 を含む）を通じた特色化・魅力化を図るための支援を実施する。

 公立高校は、地域のそれぞれの人材を育成し、高校教育へのアクセスを保証するという重要な役割を担っていることを踏まえ、多様で質の高い教育が受
けられるよう、その振興を図る。

 国においては、「高校教育改革に関するグランドデザイン2040（仮称）」を今年度中に提示し、各都道府県において地域の実情に応じて「高校教育
改革実行計画（仮称）」を策定・実行する。国においては、当該計画に基づく各都道府県の取 を支援するため、交付金等の新たな財政支援の組
みを構築することに加え、緊要性のある取 等は先行的に実施する。

（３）高校生等奨学給付金の低中所得世帯への拡充
 子供たちが希望する高校等へ進学し、学びを継続できるようにするため、授業料以外の教育費の支援を充実させる。具体的には、高校生等奨学給付

金について、中所得層までの範囲の拡大や地方に負担が生じることのないよう来年度から国の負担割合を１０分の１０とすることなど見直しをする。

いわゆる高校無償化の実現に向けた合意等③
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三党合意に基づく
いわゆる高校無償化に関する国と地方の関係について（令和７年１２月１８日 ）（抄）
自由民主党・公明党・日本維新の会 無償化を含む、多様で質の高い 教育の在り方に関する検討チーム

１．国と地方（都道府県）の役割分担の在り方及び負担割合について
• 現行の高等学校等就学支援金制度については、高校教育に要する経済的負担を軽減することにより、高校教育の機

会均等を実現することを目的として、所得制限を設け、経済的負担を軽減する必要がある者に受給資格を認める仕組
みとなっており、国主導で１０/１０国負担により実施されてきた。

• 令和８年度からの新たな就学支援金制度においては、高校教育が国民的な教育になっていることも踏まえ、所得要件
を撤廃し、支給上限額を大幅に引き上げる 改正を講じることで、全ての生徒に対し、公私立を問わず多様な学びの
選択肢を与える制度となる。

• 都道府県は、公立高校の設置者、私立高校の所轄庁として、高校教育を提供する責任を有している。これらを踏まえ
れば、都道府県も高校無償化に一定の責任を有していることから、地方における安定的な財源の確保を前提に、今般
の拡充にあたり、1/4 の都道府県負担を導入する。

• あわせて、地方からは今般の高校無償化に伴う公立高校離れや都市部と地方部の地域間格差の拡大などを懸念する声
があることを踏まえ、「三党合意に基づく令和８年度以降の高校教育等の振興方策について」（令和７年 10 月 29
日、自由民主党・公明党・日本維新の会 無償化を含む、多様で質の高い教育の在り方に関する検討チーム）におい
て合意された内容等に沿い、交付金等の新たな財政支援の仕組みの構築や緊要性のある取組等の先行実施に取り組む
とともに、公立高校等の施設設備等の整備に活用することのできる交付税措置のある地方債を創設する。

２．地方負担に関する対応について 
• 新たな就学支援金制度に係る地方負担については、地方財政計画の歳出に全額計上するとともに、地方の安定財源を

確保した上で、一般財源総額を増額確保する。個別団体の地方交付税の算定に当たっても、地方負担の全額を基準財
政需要額に算入する。

• 具体的には、地方の財政負担を的確に措置するため、各団体における公立高校の生徒数と私立高校の生徒数のそれぞ
れに生徒一人当たりの支援単価を乗じて算出した額を基準財政需要額に算入し、地方団体に見える形で普通交付税を
算定する。

いわゆる高校無償化の実現に向けた合意等④
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三党合意に基づくいわゆる教育無償化に向けた対応について
（高校教育の振興方策・抜粋）（令和７年12月19日 文部科学省、総務省、財務省）

三党における議論を踏まえ、令和８年度からの円滑な実施に向け、引き続き地方側の意見を十分に尊重しつつ、以下の方向性を基本として各制
度・事業の設計及び実施に当たることとする。

〇 趣旨

• 経済的事情による教育格差を是正し、子育て世帯への支援を強化する
とともに、多様で質の高い教育機会の確保や選択肢の充実を目指し、高
校生等に対する授業料の支援を実施。

• 高校教育が国民的な教育になっていることも踏まえ、所得要件を撤廃し
、支給上限額を大幅に引き上げる改正を講じることで、全ての生徒に対
し、公私立を問わず多様な学びの選択肢を与える制度となる。

〇 支援対象者の範囲
• 家庭の経済状況にかかわらず支援を実施する。

• 外国籍生徒、外国人学校の扱いについては、現行制度の受給資格を見
直し、在留資格を要件とする制度を導入することとし、具体的には、「留
学」等の我が国に定着することが見込まれない在留資格者を対象外とす
る。また、各種学校のうち外国人学校を指定する制度については、廃止
する。

• その上で、在校生（留学生を含む）については、在学関係が続く限り現行
制度による支援を継続するとともに、新入生については、従前の制度で
は対象となっていた者（留学生を除く）には、収入要件の設定を含めて現
行制度による支援と同等の水準で支援を行い、留学生には留学政策等
の観点から別途の支援を行う。

〇 支給上限額
• 私立全日制は現行39.6万円を45.7万円とするとともに、私立通信制につ

いては、現行29.7万円を33.7万円とする。

〇 合理性のない授業料値上げの抑止

• 授業料の透明性等を確保するとともに、合理性のない授業料値上げを
抑止する仕組みを構築する。

〇 負担割合

• 都道府県は、公立高校の設置者、私立高校の所轄庁として、高校教育
を提供する責任があり、高校無償化に一定の責任を有していることから
、地方における安定的な財源の確保を前提に、授業料支援である高等
学校等就学支援金制度の拡充にあたり、1/4の都道府県負担を導入。

〇 地方負担に関する対応

• 今回の取組に係る地方負担については、地方財政計画の歳出に全額計上
するとともに、地方の安定財源を確保した上で、一般財源総額を増額確保。
個別団体の地方交付税の算定に当たっても、地方負担の全額を基準財政
需要額に算入。

• 具体的には、地方の財政負担を的確に措置するため、各団体における公立
高校の生徒数と私立高校の生徒数のそれぞれに生徒一人当たりの支援単
価を乗じて算出した額を基準財政需要額に算入し、地方団体に見える形で
普通交付税を算定。

〇 公立高校や専門高校等への支援の拡充

• 公立高校や専門高校等への支援について、安定財源を確保した上で、交付
金等の新たな財政支援の仕組みの構築や緊要性のある取組等の先行実
施に取り組むとともに、公立高校の施設整備等の整備に活用することので
きる交付税措置のある地方債を創設。

〇 高校教育の質の確保・向上

• 各学校において、学びの定着度合いや学びの成果を把握し、その結果等を
教育活動の改善に活かすとともに公表する仕組みを構築する。

• 私立通信制については、論点を整理し、早急に定時制教育及び通信教育
振興法を改正し、多様な生徒たちが取り残されない教育環境の整備を目指
す。

〇 安定財源の確保

• 上記の取組を実施するための安定財源については、国の歳出改革や租税
特別措置の見直し等によって捻出することを想定。地方分についても、租税
特別措置の見直し等による増収分を充てるほか、令和９年度予算編成・税
制改正に向けて責任を持って財源確保を図ることとし、財源確保が完成す
るまでの間、まずは令和８年度については地方財政措置を通じて適切に対
応。あわせて、地方の税財源の充実確保に努める。

〇 その他
• 必要な事務費は適切に措置。事務負担の軽減についても検討。
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２．高等学校等就学支援金等について



高等学校等就学支援金等

課題
背景説明

○ 家庭の経済状況にかかわらず、自らの希望に応じた教育を受けるこ
とのできる環境を整備し、高校生等が安心して教育を受けることがで
きるよう、家庭の教育費負担の軽減を図ることが喫緊の課題。

目的・目標
○ 高等学校等の授業料に充てるために高等学校等就学支援金を支給することで、

家庭の教育費負担の軽減を図り、自らの希望に応じた教育を受けることのできる環
境を整備し、教育の機会均等を図り、もって、我が国社会を担う豊かな人間性を
備えた人材の育成に資する。

令和８年度予算額（案）  5,824億円
(前年度予算額      4,074億円)

（担当：初等中等教育局修学支援プロジェクトチーム）

事業内容（事業実施期間：平成２２年度～、【新制度】令和８年度～）
◆自由民主党・公明党・日本維新の会 無償化を含む、多様で質の高い教育の在り方に関する検討チームによる三党合意（令和７年10月29日、

令和７年12月18日）に基づき、いわゆる高校無償化については、我が国社会を担う人材育成のため、高校生等の授業料に充てる高等学校等就学
支援金制度の拡充を図り、年収に関わらず、高等学校等に通う日本人等の生徒を対象に、高等学校等就学支援金を支給。また、国と地方の役割分
担の在り方を踏まえ、これまでの10／10国負担から１／４の都道府県負担を導入。 （設置者が代理受領）

公・私立高校等：国３／４、都道府県１／４
国立高校等 ：国１０／１０

負担
割合

新制度
対象校種

高等学校、中等教育学校（後期課程）、特別支援学校（高等部）、高等専門学校（1～3年）、専修学校高等課程、専修学校一般課程及び
各種学校のうち国家資格者養成課程（中学校卒業者を入所資格とするもの）を置くもの、海上技術学校

公・私立高校等：都道府県
国立高校等 ：国

実施
主体

新制度
対象者

上記の対象校種に在学し、日本国内に住所を有する者のうち、以下①～⑦のいずれかに該当する者。
①日本国籍を有する者、②特別永住者、③永住者、④日本人の配偶者等、⑤永住者の配偶者等、⑥定住者のうち将来永住する意思があると認められた者、
⑦家族滞在のうち日本で出生､又は小学校卒業までに来日し､小学校及び中学校を卒業した者であって、高校等卒業後、日本で就労して定着する意思があると認められた者

【新制度】 所得制限  ：なし
支給上限額：11万8800円（公立）、 45万7200円（私立）

※ 国立高校等についても、実質無償。
※ 私立高校等の通信制課程に通う生徒の支給上限額は 33万7200円。

【参考（予算補助）】新制度対象外となる新入生（留学生を除く）
が対象

【経過措置】新制度対象外となる在校生（留学生を含む）が対象

※新たな制度の検証については、法施行後、３年以内の期間に十分な検証を行った上で、必要な制度の見直しを実施。

支給上限額

年収目安

45万7200円 
 （私立高校の平均授業料

   を勘案した水準） 【所得制限なし】

年収目安

支給上限額

11万8800円 
私立高校等は旧制度と同様の加算

（国公私立共通）旧制度と同様の支援

 39万6000円 

590万円 910万円

【高等学校等就学支援金（経過措置）】 【新修学支援（予算補助）】

11万8800円 
 （公立高校の授業料）

年収目安

支給上限額

私立高校等は旧制度と同様の加算

（国公私立共通）旧制度と同様の支援

590万円 910万円

 39万6000円 

11万8800円 

＜内訳＞ 高等学校等就学支援金交付金  5,800億円
 公立高等学校授業料不徴収交付金 0.1億円
 高等学校等就学支援金事務費交付金  24億円
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※括弧書きは実際には存在しないもの。
※調整中。今後変更の可能性あり

高等学校等就学支援金・新制度における支給上限額（年額）
区分

高等学校全日制

高等学校定時制

高等学校通信制

中等教育学校後期課程

特別支援学校高等部

高等専門学校

専修学校

高等課程・一般課程

昼間学科

専修学校

高等課程・一般課程

夜間等学科

専修学校

高等課程・一般課程

通信制学科

各種学校

特定教育施設

(115,200) 457,200 457,200

118,800 (457,200) (457,200)

(166,800) (457,200) 457,200

(166,800) (337,200) 337,200

234,600 234,600 457,200

(166,800) 457,200 457,200

115,200 118,800 457,200

4,800 4,800 457,200

(115,200) 32,400 457,200

(115,200) 6,240 337,200

国立 公立 私立

115,200 118,800 457,200
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Sheet1

		区分 クブン		国立 コクリツ				公立 コウリツ				私立 シリツ

		高等学校全日制 コウトウガッコウ ゼンニチセイ		115,200				118,800				457,200

		高等学校定時制 コウトウガッコウ テイジセイ		(115,200)				32,400		32,400		457,200		118,800

		高等学校通信制 コウトウガッコウ ツウシンセイ		(115,200)				6,240		6,240		337,200		118,800

		中等教育学校後期課程 チュウトウ キョウイク ガッコウ コウキカテイ		115,200				118,800		118,800		457,200		118,800

		特別支援学校高等部 トクベツ シエン ガッコウ コウトウブ		4,800				4,800		4,800		457,200		118,800

		高等専門学校 コウトウ センモンガッコウ		234,600				234,600		118,800		457,200		118,800

		専修学校
高等課程・一般課程
昼間学科 センシュウ ガッコウ コウトウカテイ イッパン カテイ ヒルマ ガッカ		(166,800)				457,200		118,800		457,200		118,800

		専修学校
高等課程・一般課程
夜間等学科 センシュウ ガッコウ コウトウカテイ イッパン カテイ ヤカン トウ ガッカ		(166,800)				(457,200)		(118,800)		457,200		118,800

		専修学校
高等課程・一般課程
通信制学科 センシュウ ガッコウ コウトウカテイ イッパン カテイ ツウシンセイ ガッカ		(166,800)				(337,200)		(118,800)		337,200		118,800

		各種学校 カクシュ ガッコウ		(115,200)		(118,800)		457,200		118,800		457,200		118,800

		特定教育施設 トクテイキョウイクシセツ		118,800				(457,200)		(118,800)		(457,200)		(118,800)







※括弧書きは実際には存在しないもの

590万円未満
590万円以上

910万円未満
590万円未満

590万円以上

910万円未満
590万円未満

590万円以上

910万円未満

高等学校全日制 115,200 115,200 118,800 118,800 396,000 118,800

高等学校定時制 (115,200) (115,200) 32,400 32,400 396,000 118,800

高等学校通信制 (115,200) (115,200) 6,240 6,240 297,000 118,800

中等教育学校後期課程 115,200 115,200 118,800 118,800 396,000 118,800

特別支援学校高等部 4,800 4,800 4,800 4,800 396,000 118,800

高等専門学校 234,600 118,800 234,600 118,800 396,000 118,800

専修学校

高等課程・一般課程

昼間学科

(118,800) (118,800) 396,000 118,800 396,000 118,800

専修学校

高等課程・一般課程

夜間等学科

(118,800) (118,800) (396,000) (118,800) 396,000 118,800

専修学校

高等課程・一般課程

通信制学科

(118,800) (118,800) (297,000) (118,800) 297,000 118,800

各種学校 (118,800) (118,800) 118,800 118,800 396,000 118,800

各省所管学校 118,800 118,800 ー ー ー ー

区分

国立 公立 私立

【参考】令和２～７年度の高等学校等就学支援金における支給上限額（年額）
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Sheet1

		区分 クブン		国立 コクリツ				公立 コウリツ				私立 シリツ

				590万円未満 マン エン ミマン		590万円以上
910万円未満 マン エン イジョウ マン エン ミマン		590万円未満 マン エン ミマン		590万円以上
910万円未満 マン エン イジョウ マン エン ミマン		590万円未満 マン エン ミマン		590万円以上
910万円未満 マン エン イジョウ マン エン ミマン

		高等学校全日制 コウトウガッコウ ゼンニチセイ		115,200		115,200		118,800		118,800		396,000		118,800

		高等学校定時制 コウトウガッコウ テイジセイ		(115,200)		(115,200)		32,400		32,400		396,000		118,800

		高等学校通信制 コウトウガッコウ ツウシンセイ		(115,200)		(115,200)		6,240		6,240		297,000		118,800

		中等教育学校後期課程 チュウトウ キョウイク ガッコウ コウキカテイ		115,200		115,200		118,800		118,800		396,000		118,800

		特別支援学校高等部 トクベツ シエン ガッコウ コウトウブ		4,800		4,800		4,800		4,800		396,000		118,800

		高等専門学校 コウトウ センモンガッコウ		234,600		118,800		234,600		118,800		396,000		118,800

		専修学校
高等課程・一般課程
昼間学科 センシュウ ガッコウ コウトウカテイ イッパン カテイ ヒルマ ガッカ		(118,800)		(118,800)		396,000		118,800		396,000		118,800

		専修学校
高等課程・一般課程
夜間等学科 センシュウ ガッコウ コウトウカテイ イッパン カテイ ヤカン トウ ガッカ		(118,800)		(118,800)		(396,000)		(118,800)		396,000		118,800

		専修学校
高等課程・一般課程
通信制学科 センシュウ ガッコウ コウトウカテイ イッパン カテイ ツウシンセイ ガッカ		(118,800)		(118,800)		(297,000)		(118,800)		297,000		118,800

		各種学校 カクシュ ガッコウ		(118,800)		(118,800)		118,800		118,800		396,000		118,800

		各省所管学校 カクショウ ショカンガッコウ		118,800		118,800		ー		ー		ー		ー







３．高等学校等修学支援事業費補助金等について



高校生等・新修学支援（就学支援金新制度対象外となる外国籍生徒等への修学支援）

事業趣旨
○ 「三党合意に基づく令和８年度以降の高校教育等の振興方策について（令和７年10月29日 自由民主党・公明党・日本維新の会 無償化を含む、多様で質の高い教育の在り方に関す

る検討チーム）」において、これまで高等学校等就学支援金制度で対象としていた外国籍生徒及び外国人学校の扱いについて、「現行制度の受給資格を見直し、在留資格を要件とする制度を
導入することとし、高等教育の修学支援新制度と同様に「留学等」の我が国に定着することが見込まれない在留資格者を対象外とする。また、各種学校のうち外国人学校を指定する制度につい
ては、廃止する。」とされた。

○ その上で、「在校生（留学生を含む）については、在学関係が続く限り現行制度による支援を継続する。新入生については、従前の制度では支給対象となっていた者（留学生を除く）には、収
入要件の設定を含めて現行制度による支援と同等の水準で支援する」こととされたことを踏まえ、都道府県が当該生徒に係る授業料を支援する場合、国が都道府県に対して補助する。

令和8年度予算額（案）  13億円

公・私立高校等：都道府県
国立高校等 ：国

旧制度であれば対象となる改正前の就学支援金法第２条に規定する高等学校等（新制度で廃止となった各種学校のうち告示指定を受けた外国人学校を含む）

都道府県が行う本事業に要する経費（事務費含む）
※国立高校等は国が事業を実施

（担当：初等中等教育局修学支援プロジェクトチーム）

②R8在校生対象
(就学支援金新制度対象外で経過措置が適用される外国籍及び外国人学校の生徒)※留学生含む

◆令和８年３月末から引き続き高等学校等に在籍する生徒（在校生。留学
生含む）であって、旧制度であれば就学支援金の所得制限を受けている年
収約910万円以上世帯の生徒等を対象に、上限11.88万円／年の授業
料に係る支援金を支給する場合

590万円 910万円 年収目安

支給上限額
39万6,000円

11万8,800円 

高等学校等就学支援金による支援
（経過措置）

本事業による支援私立高校等は旧制度と
同様の加算

（国公私立共通）
旧制度と同様の支援

①R8新入生対象
（就学支援金新制度対象外の外国籍及び外国人学校の生徒）※留学生除く

◆令和８年４月以降に入学する生徒のうち、就学支援金の旧制度であれば、
支給対象となりうる年収約910万円未満世帯の生徒（留学生除く）を対
象に、上限39.6万円／年の授業料に係る支援金を支給する場合

590万円 910万円 年収目安

支給上限額
39万6,000円

11万8,800円 

本事業による支援

私立高校等は旧制度と
同様の加算

（国公私立共通）
旧制度と同様の支援

就学支援金新制度の対象外となる外国籍又は外国人学校の生徒

公・私立高校等：国３／４、都道府県１／４
国立高校等：国１０／１０

事業内容
○高等学校等就学支援金制度の見直しに伴い、新制度の対象外となる外国籍及び外国人学校の生徒に対して、旧制度と同等の水準で、都道府県が当該生徒に係る授業料を支援する場合、

国が都道府県に対して所要額の３／４を補助する。（高等学校等修学支援事業費補助金）

対象者

対象校種

補助対象
経費

実施
主体

負担
割合

（新規）
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補助対象
経費 +都道府県が行う高校生等奨学給付金事業に

要する経費
実施
主体

補助
割合

対象者

事業内容（事業実施期間：平成26年度～）

令和8年度予算額（案） 322億円
(前年度予算額 152億円)高校生等奨学給付金（奨学のための給付金）

○家庭の経済状況にかかわらず、全ての意志ある高校生等が安心して
教育を受けることができるよう、家庭の教育費負担の軽減を図ることが
喫緊の課題。

背景説明

都道府県 国 １/２ 都道府県 １/２

対象
校種

○高等学校等の授業料以外の教育費に充てるために、高校生等奨学
給付金を支給することで、家庭の教育費負担の軽減を図り、もって
教育の機会均等に寄与する。

目的・目標

（担当：初等中等教育局修学支援プロジェクトチーム）

給付額

年収目安

日本国内に住所を有する者のうち、以下のいずれかに該当する者。
①日本国籍を有する者、②特別永住者、③永住者、④日本人の配偶者等、⑤永住者の配偶者等、⑥定住者のうち将来永住する意思があると認められた者
⑦家族滞在のうち日本で出生、又は小学校卒業までに来日し、小学校及び中学校を卒業した者であって、高校等卒業後、日本で就労して定着する意思があると認められた者
※就学支援金新制度の対象外となる外国籍又は外国人学校の生徒（R8新入生である留学生を除く）は、生活保護世帯・住民税非課税世帯への支援のみ対象。

世帯区分
年収270万円未満
(生活保護世帯・

住民税非課税世帯)

拡充部分
年収270～380万円

（非課税世帯の1/3）
年収380～490万円

（非課税世帯の1/4）

国公立 私立 国公立 私立 国公立 私立

生活保護世帯 32,300円 52,600円

上記以外
の世帯

全日制等 143,700円 152,000円 47,900円 50,670円 35,930円 38,000円

通信制 50,500円 52,100円 16,830円 17,370円 12,630円 13,030円

住民税非課税
 世帯の1/3

住民税非課税
 世帯の1/4

国公立：約14万円
私 立：約15万円

270万円 380万円 490万円
(生活保護世帯・住民税非課税世帯)

対象範囲の拡充

＜令和８年度 支援スキーム＞ ＜令和８年度予算案 給付額＞

高等学校、中等教育学校（後期課程）、高等専門学校（1～3年）、専修学校高等課程、専修学校一般課程及び各種学校のうち国家資格者養成課程
（中学校卒業者を入所資格とするもの）を置くもの、海上技術学校
※旧制度であれば対象となる改正前の就学支援金法第2条に規定する高等学校等（新制度で廃止となった各種学校のうち告示指定を受けた外国人学校を含む）は、生活保護世帯・住民税

非課税世帯の支援のみ対象。

※ 年収は両親のうちどちらか一方が働き、
高校生１人（16歳以上）、中学生１人の
４人世帯の目安

■三党合意に基づく令和８年度以降の高校教育等の振興方策について（令和7年10月29日
自由民主党・公明党・日本維新の会 無償化を含む、多様で質の高い教育の在り方に関する検討チーム）（抜粋）

(3) 高校生等奨学給付金の低中所得世帯への拡充
●子供たちが希望する高校等へ進学し、学びを継続できるようにするため、授業料以外の教育費の支
援を充実させる。具体的には、高校生等奨学給付金について、中所得層までの範囲の拡大や地方
に負担が生じることのないよう来年度から国の負担割合を10分の10とすることなど見直しをする。

◆ 高校生等の授業料以外の教育費負担を軽減するための高校生等奨学給付金
について、令和7年10月の三党の合意を踏まえ、対象を中所得世帯（年収490万円
程度）まで拡充するとともに、国の補助割合を１/３から１/２へ変更する。
※ 授業料以外の教育費とは、教科書費、教材費、学用品費、通学用品費、入学学用品費、

教科外活動費、通信費 など
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事業内容（事業実施期間：平成26年度～ 【新制度】令和８年度～ ）

高校等で学び直す者に対する修学支援
背景 課題背景説明

◆ 高校等を中途退学した後、再び高校等で学び直す者に対して、
都道府県が、就学支援金の支給期間後も、卒業までの最長12月（定時制・通信制は最長24月）、継続して授業料に係る支援金を支給。
また、国と地方の役割分担の在り方を踏まえ、これまでの10／10国負担から１／４の都道府県負担を導入。

○家庭の経済状況にかかわらず、高校等を中途退学した後、再び高校等で学び
直す者が安心して教育を受けることができるよう、家庭の教育費負担の軽減を図る
ことが喫緊の課題。

目的・目標
○都道府県が行う高校等に係る学び直し支援事業に対して、国がその経費
を補助することにより、高校等における教育に係る経済的負担の軽減を図り、
もって我が国社会を担う豊かな人間性を備えた人材の育成に資する。

令和8年度予算額（案） 6億円
(前年度予算額  5億円)

（担当：初等中等教育局修学支援プロジェクトチーム）

①就学支援金新制度対象者
（日本国籍・特別永住者等）

◆ 所得制限なし
◆ 337,200円／年を上限として支給

③就学支援金新制度の対象外となる外国籍又は外国人
学校の生徒（R8.3末に学び直し支援を受けていた者(留学生含む))

◆ 世帯年収に関わらず、118,800円／年を上限として支給

◆ 私立高校等に通う年収590万円未満世帯の生徒等を対象に、
297,000円／年を上限として支給

②就学支援金新制度の対象外となる外国籍又は外国人
学校の生徒（R8.4以降に新たに学び直し支援を受ける者(留学生除く))

◆ 年収910万円未満世帯の生徒等を対象に、118,800円／年
を上限として支給

◆ 私立高校等に通う年収590万円未満世帯の生徒等を対象に、
297,000円／年を上限として支給

公・私立高校等：国３／４、都道府県１／４
国立高校等：国１０／１０

① 就学支援金新制度対象校
②・③ 旧制度であれば対象となる改正前の就学支援金法第２条に規定する高等学校等（新制度で廃止となった各種学校のうち告示指定を受けた外国人学校を含む）

公・私立高校等：都道府県
国立高校等  ：国

①については就学支援金新制度対象者、②・③については就学支援金新制度の対象外となる者

対象
校種

対象者

実施
主体

負担
割合

※主として定時制・通信制高校の学び直し支援２年目を想定。

※いずれも高等学校等に在学した期間が通算して３６月を超える者で就学支援金の在学期間の要件以外の受給資格を有する者
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◆ 高等学校等の専攻科に通う低所得世帯（家計が急変した世帯を含む）や多子世帯の生徒に対して、都道府県が授業料及び授業料以外の教育費
について支援事業を行う場合、国が都道府県に対してその経費の一部を補助。

◆ 令和８年度予算案
○授業料への支援 ：私立高校等の専攻科の支給上限額を49万3,200円（平均授業料を勘案した水準）に引き上げる。
○授業料以外の教育費への支援：① 年収270～600万円程度の世帯の給付額を引き上げる。

⇒ 年収270～380万円程度:住民税非課税世帯の1/5→1/3   年収380～600万円程度の多子世帯:住民税非課税世帯の1/5→1/4
② 国の補助割合を１/３から１/２へ変更する。

事業内容（事業実施期間：令和2年度～）

令和8年度予算額（案）  6億円
(前年度予算額  5億円)高校等専攻科の生徒への修学支援

○家庭の経済状況にかかわらず、高等学校等の専攻科に通う生徒が
安心して教育を受けることができるよう、家庭の教育費負担の軽減
を図ることが喫緊の課題。

背景説明

対象
校種

高校等専攻科に通う生徒に対して都道府県
が行う支援事業に要する経費

補助対象
経費 都道府県

実施
主体

授業料：国 １/２、都道府県 １/２
授業料以外の教育費：国 １/２、都道府県 １/２

補助
割合

高等学校及び特別支援学校の専攻科
※授業料以外の教育費への支援においては、特別支援教育

就学奨励費の対象となる特別支援学校の専攻科を除く。

○都道府県が行う高等学校等の専攻科に通う生徒への支援事業に
対して、国がその経費を補助することにより、家庭の教育費負担の
軽減を図り、もって教育の機会均等に寄与する。

目的・目標

＜支援スキーム＞

（※）両親のうちどちらか一方が働き、本人（18歳）、中学生1人の４人世帯の目安

270万円 380万円 600万円 年収目安

支給上限額・給付額

約12万円

約49万円

約55万円

平均授業料を
勘案した水準

公立専攻科
の支給額

区 分
年収270万円未満
(住民税非課税世帯) 年収270～380万円 多子世帯

（所得制限なし）
公立 私立 公立 私立 公立 私立

授業料 118,800 493,200
(+66,000) 59,400 246,600

(+33,000) 118,800 493,200
(+66,000)

授業料以外 50,500 52,100 16,830
(+6,730)

17,370
(+6,950)

※12,630
(+2,530)

※13,030
(+2,610)

＜１人当たり支給上限額・給付額＞

高校等
専攻科

高等学校

大学 短大 専門学校
高等専門学校

＜各教育機関の位置づけ＞ 高校及び特別支援学校高等部の本科の教育内容
を基礎に、資格取得のための教育等を実施。

（担当：初等中等教育局修学支援プロジェクトチーム）

（単位：円）

（※）

住民税非課税世帯
の支給額の1/3 住民税非課税世帯

の支給額の1/4

※年収380～600万円程度世帯のみ対象

多子世帯：扶養される子が
３人以上いる世帯

日本国内に住所を有する者のうち、以下①～⑦のいずれかに該当する者。
①日本国籍を有する者、②特別永住者、③永住者、④日本人の配偶者等、⑤永住者の配偶者等、⑥定住者のうち
将来永住する意思があると認められた者、⑦家族滞在のうち日本で出生、又は小学校卒業までに来日し、小学校、中学
校及び高校等を卒業した者であって、高校等専攻科の修了後、日本で就労して定着する意思があると認められた者
※上記①～⑦のいずれにも該当しない者は、旧制度を適用。

対象者

（住民税非課税世帯）

授業料に対する支援

授業料以外への支援

多子世帯
（所得制限なし）

住民税非課税
世帯の支給額

の1/2

多子世帯
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４．高校教育改革について



（社会状況の大きな変化「2040年問題」）

・2040年には、少子高齢化、生産年齢人口の減少、地方の過疎化が一層深

刻化。産業構造や社会システムの変化を踏まえた労働力需給ギャップ、理

系人材の不足の可能性。

・高校生が学校で「自ら問いを立てる力」「他者と共に価値を作り出す力」等を

身に付け、希望する大学等への進学や就職等をし、生涯を通じて幸福に暮

らしていくことができるよう、以下３つの視点の下で高校改革に取り組むとと

もに、高校から大学・大学院に至るまでの一貫した教育改革により、強い経

済や地域社会の基盤となる人材育成を実現。

＜視点１＞不確実な時代を自立して生きていく主権者として、AIに代替され

ない能力や個性の伸長

 ＜視点２＞我が国の経済・社会の発展を支える人材育成

 ＜視点３＞一人一人の多様な学習ニーズに対応した教育機会・アクセスの

確保

・専門高校の機能強化・高度化、普通科改革を通じた特色化・魅力化、地理

的アクセス・多様な学びの確保を通じた高校教育の転換により、高校が、未

来の労働市場、地方経済、イノベーションを興す力を底上げする起点として

の役割を果たし、高齢化や人口減少といった課題に直面している我が国が

社会全体で課題を解決する構造へと変化を遂げ、持続的に発展する日本

社会を実現。

１．グランドデザインの背景
（１）＜視点１＞ AIに代替されない能力や個性の伸長

・義務教育の成果を更に発展させるとともに、知識の理解の質を更に高め、

確かな学力を育成。

・AIに代替されない能力（言語能力、情報活用能力、問題発見・解決能力、他

者と協働する力等）の育成、探究的な学びや実践的な学びへの学習観の

転換、主体的に学び人生を切り拓く「生徒を主語にした」教育を推進。

・イノベーション創出に向けた「新たな知」を生み出すため、生徒の「好き」を

育み、「得意」を伸ばす多様な経験を通じた、生徒一人一人の能力の伸長、

主体性の涵養が必要。

（実現するための取組の方向性）

・個々の生徒の学習ニーズへの対応等に向けた教育課程の柔軟化（教科・

科目の柔軟な組み換えを含む。）やデジタル技術の活用。

・校長のリーダーシップの下でのスクール・ミッションやスクール・ポリシーに

基づく学校運営や教育活動の具体化、生徒の学びの成果・課題の把握と

教育活動の改善への反映、公表の仕組みの構築。

・高校入試における多様な背景を有する生徒の特性等の多面的評価。

・デジタル技術の活用等も含め高校までの学びの成果を適切に評価できる

大学入試の検討や、主体的・自律的に学修するための環境構築、厳格な成

績評価等による「出口における質保証」への改善を大学に促し、高校教育

から大学教育までを通じた一貫した改革。

２．高校改革の方向性～2040年に向けた高校の姿～

高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン（仮称））骨子 
～2040年に向けた N-E.X.T.（ネクスト）ハイスクール構想～ （令和7年11月28日公表）
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（２）＜視点２＞ 我が国の社会・経済の発展を支える人材育成

・2040年には、いわゆる文系人材の余剰、いわゆる理系人材の不足、地域の経済社会を支えるエッセンシャルワーカーの圧倒的不足が懸念。産業イノベーション

人材育成の必要。グローバル化も進展する中、こうした人材への国際的な資質・能力の涵養や、世界で活躍できる人材の育成も重要。

・AI等によって社会全体が大きく変わり、従来の進路選択の見方が必ずしも妥当しなくなりつつあるとの危機意識を共有し、進学希望者の理解、保護者や学校関

係者の意識改革が必要。

・新時代を担う人材を育成するための高校の特色化・魅力化が必要。

（実現するための取組の方向性）

・理数系やDX・AIに関する関心の向上、探究・文理横断・実践的な学び、Society5.0に対応したSTEAM教育、専門高校における地域の産業界との連携等に向けた

指導運営体制の充実。

・理数・デジタルや文系的素養、DX・AIを使いこなす情報活用能力を身に付けた上で、社会で活躍するロールモデルを生徒自身が感じながら学ぶことができる環

境の構築。

・普通科に偏った学科構成の見直しや産業界の伴走支援による専門高校の機能強化・高度化等の取組と、大学教育における理工・デジタル系人材育成の強化

等の取組を有機的に連携・連動。

・国内外の大学・高校等とも連携しながら、社会的課題の解決に向きあう学びや、留学生の派遣や受入れを通じたグローバル人材の育成。

（３）＜視点３＞ 一人一人の多様な学習ニーズに対応した教育機会・アクセスの確保

・少子化が加速する地域における高校教育の維持や学びのアクセスの確保が必要。

・不登校児童生徒、特別な教育的支援や日本語指導を必要とする児童生徒の増加、通信制課程の生徒の大幅増加を踏まえ、高校のいずれの課程でも柔軟で質

の高い学びの選択肢の保障が必要。

（実現するための取組の方向性）

・全国どこにいても学びが保障されるよう、生徒の地理的アクセスの確保に留意しつつ一定規模の確保、小規模校を含む学校間連携や遠隔授業の推進。

・通信制高校の管理運営の適正化や教育の質の確保・向上。

・個々の生徒の教育的ニーズに応じた特別支援教育の充実、日本語指導が必要な生徒に対する指導体制の整備。

※視点１～３を踏まえ、例えば、いわゆる理系人材の育成や専門高校における人材育成等に関する目標設定を検討する。

２．高校改革の方向性～2040年に向けた高校の姿～

高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン（仮称））骨子 
～2040年に向けた N-E.X.T.（ネクスト）ハイスクール構想～ （令和7年11月28日公表）
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（１）グランドデザインの中核となる高校支援

（基本認識）

・公立高校は、多様な背景を有する生徒の様々な学習ニーズ、地域が求める人材、学校の地理的状況などの観点から、地域における高校教育の普及や機会均

等を図る重要な存在。

・高等学校等就学支援金制度の見直しによる専門高校を含む公立高校への影響を考慮し、公立高校への支援を拡充。

（実行計画の策定・実施及び支援方策）

・本グランドデザインを踏まえ、都道府県において「高等学校教育改革実行計画」（以下「実行計画」という。）を策定し、安定財源を確保した上で、令和９年度に新

たに創設する「高等学校教育改革交付金（仮称）」（以下「交付金」という。）等により支援。

・実行計画の策定に当たっては、都道府県教育委員会が中心となることが想定されるが、都道府県知事等の首長や関係部局、地域の関係者や産業界と十分に

連携・協働。総合教育会議等を活用し、幅広い意見等を聞いて策定。

・実行計画は、主として公立高校の取組を記載することを想定しているが、都道府県の判断により、私立高校の取組を記載することも可能。

・交付金の創設に先立ち、パイロットケースとして、産業イノベーション人材の育成に向け、アドバンスト・エッセンシャルワーカーを育成するための実践的で高度な

学びや、理数系人材を育成するための文理融合・探究的な学び、地理的アクセスを踏まえた多様な学びを先導する高校を創設するため、都道府県に基金を設

置し、改革を牽引。その際、国際的な資質・能力を有するグローバル人材の育成や、高校生の多様な学びを広く支援するため、学校と地域が連携した学力向上・

学習支援や域内の高校への取組・成果の共有等にも取り組む。

・高等専門学校の新設（専門高校の高等専門学校への転換を含む。）は、国の「大学・高専機能強化支援事業（成長分野をけん引する大学・高専の機能強化に向

けた基金）」等の支援により促進。

３．高校教育の充実に向けた支援

高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン（仮称））骨子 
～2040年に向けた N-E.X.T.（ネクスト）ハイスクール構想～ （令和7年11月28日公表）
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（交付金の対象となる取組及び留意点等）

・交付金の対象となる取組は以下に示すものを基本とし、計画の具体化に当たっては、「２．高校改革の方向性」における視点１～３を踏まえたものであることが前

提。

①専門高校の機能強化・高度化（産業界の伴走支援を受けながら行う教育課程の刷新・開発、先端分野の専門的な指導等を通じた地域産業を支える人材育成

の取組等）

②普通科改革を通じた高校の特色化・魅力化（理数系教育、学際的・複合的な学問分野に即した学び等に重点を置くなど、学校の創意工夫に基づき、教育課程

等の改革を行う取組等）

③地理的アクセス・多様な学びの確保（学校規模・配置の適正化、学校間連携や遠隔授業の促進等）

※学校と地域が連携した学力向上・学習支援による高校生の学びの支援も対象。

・交付金の運用に当たっては、各都道府県が取り組む高校改革に係る進捗管理や評価・改善の状況を適切に把握し、定期的な評価・公表を実施することが必要。

（２）高校教育における個人支援の拡充

（基本方針）

・いわゆる高校無償化の詳細な制度設計や、低中所得層への高校生等奨学給付金の拡充については、「経済財政運営と改革の基本方針2025」（令和７年６月13

日閣議決定）や、「三党合意に基づく令和８年度以降の高校教育等の振興方策について」（令和７年10月29日）を踏まえ、その具体化を検討。

（支給方法の取扱い）

・高等学校等就学支援金や高校生等奨学給付金の申請手続について、地方分権提案等を踏まえて申請手続の更なるデジタル化を検討し、手続の簡素化による

負担を軽減。

・いわゆる高校無償化については、国民の様々な意見や新たな制度の実施状況等の分析等を踏まえて、３年以内の期間に十分な検証を行った上で、必要な制度

の見直しを実施。

３．高校教育の充実に向けた支援

高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン（仮称））骨子 
～2040年に向けた N-E.X.T.（ネクスト）ハイスクール構想～ （令和7年11月28日公表）

21



高等学校教育改革促進基金の創設
～N-E.X.T.（ネクスト）ハイスクール※構想～

課
題

事
業
内
容

（担当：初等中等教育局参事官（高等学校担当）付）

令和7年度補正予算額 2,955億円

各都道府県に基金を設置し、類型に応じた
高校教育改革を先導する拠点のパイロットケースを創出し、取組・成果を域内の高校に普及する。

文部科学省

都道府県

事業スキーム

基金造成経費を交付

※都道府県事務費も措置
補助

対象経費
①改革先導拠点の創出に係る経費（人件費、旅費、謝金、設備・施設整備費等）

②高校教育改革加速に係る伴走経費（人件費、旅費、謝金、備品・消耗品費等）
①10分の10補助率

等

 2040年には、産業構造や社会システムの変化を踏まえた労働力需給ギャップにより、地域の経済社会を支えるエッセンシャルワーカーの圧倒的不足、いわゆる理系人材の
不足が懸念されるところであり、産業イノベーション人材の育成が重要。

 少子高齢化、生産年齢人口の減少、地方の過疎化が一層深刻化（2040年には高校1年生が約36％減少）。現状でも約64%の市区町村において公立高校の立地が
0又は1であることなどを踏まえ、地理的アクセスを踏まえた多様な学びの確保が重要。

 地域産業や社会･生活基盤を支える分野に
おいて、新技術を活用し、生産性の向上・高
付加価値化の実現が求められている。

 技術革新のスピードが加速する時代に適した
課題解決能力の獲得に向け、探究的・実践
的な学びの積み重ねや深まりのある学びを
実現する。

アドバンスト・エッセンシャルワーカー等
育成支援

 未来成長分野においては、理系高等教育
への進学者の割合の増加、高等教育での
実践的な教育が求められている。

 先進的な新たな知を生みだす力を育成する
ため、理数的素養を身に付けつつ、自ら問
いを立て、解決する研究を行う高等教育を
見据えた文理融合の学びを実現する。

理数系人材育成支援

少子化への対応においては、生徒の地理的アクセ
スの確保を図ることに留意しつつ、多様な人間関
係の中で得られる学びを踏まえれば、一定の生徒
数の規模を確保した学びを提供することが必要。

人口減少地域に、魅力ある学びの選択肢を増や
すため、地域の教育資源を活かした学びや遠隔
授業を活用した学びの提供を実現する。

多様な学習ニーズに対応した
教育機会の確保

②高等学校教育改革加速に係る伴走支援事業

①産業イノベーション人材育成等に資する高等学校教育改革促進事業

• 域内の教育環境向上に貢献する取組（遠隔授業、教員研修拠点等）
• グローバル人材育成に向けた留学の派遣・受入に係る環境構築

①都道府県
②民間対象

改革先導拠点の着実な実施にあたり、都道府県の進捗の確認・評価を行うとともに、類型ごとに、ノウハウの共有・専門家による支援を行う。

改
革
先
導
校
の
類
型

取
組

内
容
例 • 学科・コースの再編、学校設定科目の新設

• 高等教育機関・地域・産業界と連携、外部人材の登用

令和7年度補正予算額 2,950億円 支援期間：3年程度

令和7年度補正予算額 ５億円

「強い経済」を実現する総合経済対策 （令和7年11月21日 閣議決定） 抜粋
第２章 「強い日本経済実現」に向けた具体的施策 第１節 生活の安全保障・物価高への対応 （６）公教育の再生・教育無償化への対応 （教育無償化への対応）

いわゆる高校無償化と併せて公立高校や専門高校等への支援の拡充を図るため、政党間の合意に基づき、安定財源を確保した上で、交付金等の新たな財政支援の仕組みを構築することを前提に、
国から 2025 年度中に提示される「高校教育改革に関するグランドデザイン 2040（仮称）」に沿った緊要性のある取組等について、都道府県に造成する基金等により先行的に支援する。

学ぶ意欲のある高校生が、家庭の経済状況に左右されることなく、学習習慣の定着、学習時間の増加、学びへ向かう姿勢の確立ができるよう、放課後等を活用し、学校
と地域の連携による学力向上・学習支援のための取組、探究活動の深化による多様な進路に向けた支援を行う。

※N-E.X.T.（ネクスト）ハイスクールとは、New Education, New Excellence, New Transformation of High Schools の略である。
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高等学校教育改革等推進事業費（仮称）の創設

○ いわゆる高校無償化による公立高校への影響を考慮し、地方団体が地域の実情に応じて公立高校等における今後の
社会・経済の発展を支える人材育成に向けた取組を進められるよう、新たに「高等学校教育改革等推進事業費（仮
称）」を計上し、「高等学校教育改革等推進事業債（仮称）」を創設

１．対象事業

２．地方財政措置 令和８年度～令和13年度

1,000億円

３．事業期間

４．事業費

地方債充当率：90％、交付税措置率：50％
※施設の新増築・建替については、交付税措置率30％

高等学校教育改革実行計画※に基づき実施する以下の地方単独事業
※文部科学省が令和７年度中に提示する高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン（仮称））を踏まえ、都道府県において策定される計画

（例） ・ 理数系教育推進のための機器導入
・ 探究的な学びの実施に向けた施設整備

（スマート農業対応温室）

専門高校※の機能強化・高度化
に資する施設設備の整備

（１） 普通科改革を通じた高校の特色化・
魅力化に資する施設設備の整備

（２） 地理的アクセス・多様な学びの確保
に資する施設設備の整備

（３）

（マシニングセンタ）

（例） ・ 遠隔授業配信拠点の整備
・ 特別な教育的支援のための

施設設備の整備

（例） ・ 先端技術を活用した機器導入
・ 専門的な指導強化のための施設整備

（化学生物系実験室） （探究型学習空間） （遠隔授業配信センター） （校内エレベーター）

※工業高校、農業高校等

※高等専門学校への転換等のための
施設設備の整備も対象

出典：総務省「令和８年度地方財政対策の概要」 23
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